資料１－２

第１号様式（第８条関係）
　年 　　月 　　日
（宛　先）新居浜市長
住所（所在地）
名称（事業所名）
氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　
新居浜市先進的技術実証支援事業費補助金交付申請書
新居浜市先進的技術実証支援事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、別紙の書類を添えて、下記のとおり　　　年度新居浜市先進的技術実証支援事業費補助金の交付を申請します。
記
１　補助事業の内容
（別紙様式）補助事業実施計画書のとおり。
２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　円
補助対象経費　   　　　　　　 　　　円
補助金交付申請額　   　　　　　　 　　　円
３　添付書類
（１）定款又は規約
（２）直近３事業年度の決算書
（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の明細書）
（３）直近１か月以内に発行された市税の納税証明書
（法人の場合は、当該法人及び当該法人の代表者に係るもの）
（４）法人の登記事項証明書又は住民票抄本

 (５) 新居浜市暴力団排除条例に係る誓約書
（６）補助事業実施計画書を補足説明するための参考資料
（７）その他市長が必要と認める書類（企業パンフレット等）
４　補助事業開始及び完了予定期日
　年　　月　　日 　　～ 　　　　年　　月　　日　　
（別紙様式）
　　　　　　　　　　　　補助事業実施計画書
１　申請者の概要
	申請者名称
	

	代  表  者
	（役職）　　　　　　　　　　（氏名）

	本社所在地
	〒

	市内事業所
所  在  地
	〒

	担  当  者
連  絡  先
	（部署）

（役職）
　　　　（氏名）

（電話番号）


（FAX番号）
（メールアドレス）





	創業／設立
	（創業）　　　年　　月　　日　　　（設立）　　　年　　月　　日

	業種（日本標準産業分類による）
	（大分類）　　　　　　　（中分類）　　　　　　　（小分類）

	資本金額
	万円
	従業者数 ※
	　　　　　　人
	決算期
	月　　　　日

	売 上 高
（百万円）
	(直近３期平均)　 
	 (前期(直近))
	 (前々期)
	(前々々期)

	主要株主構成
	氏名・企業名
	役員・会社との関係
	構成比(%)
	売上構成
	製品・商品等名
	割合(%)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	主要販売先
	企 業 名
	製品・商品等名
	割合(%)
	主要仕入先
	企 業 名
	製品・商品等名
	割合(%)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	過去５年間に受けた補助金

	時  期
	対 象 事 業
	交付機関・制度名
	   金額(千円)

	
	
	
	

	
	
	
	


※従業者数は、申請時に常時雇用している従業者数を記載してください。

※コンソーシアムで申請する場合は、コンソーシアムの各構成者も本書の提出が必要となります。
※提出いただいた実施計画等の書類は、えひめ東予産業創造センター、新居浜市産業振興担当課で共有しますので、
ご了承ください。
２　補助事業実施計画
（１） 概要
	テーマ及び事業名
	

	申請企業名または
団体名
	（企業総数：　　社）　※コンソーシアムの場合は別紙も記載すること。

	実 施 日 程
	開始予定日　　　　　　　年　　　月　　　日　
完了予定日　　　　　　　年　　　月　　　日　

	事業実施場所
	

	事業内容等
	１．実証事業の背景・目的
　なぜこの事業を実施しようとするのか、その目的・背景等を簡潔に記載してください。
２．実証事業の内容等
①事業の内容
　今回申請しようとする事業の内容について簡潔に記載してください。
　②先進的技術の活用内容
　　どのような先進的技術を活用するか、簡潔に記載してください。

　③新規性・優位性
事業の新規性、優位性について簡潔に記載してください。
　④技術的・法的な課題
　　事業実施に当たり、技術的課題や法的な課題があれば、記載してください。
　⑤達成目標等
　　実証で達成すべき目標等を具体的かつ定量的に記載してください。
３．実証事業の成果等
　事業の成果をどのように活用するか、事業化までの事業計画を記載してください。



（２） 事業の実施体制
	１．実施体制

	※　図等を用いて実施体制を分かりやすく記入すること。
また、それぞれの役割ごとに想定している人員についても記入すること。
※　提案者のみならず、事業の実施に関わる者については本様式に役割、責任を明記すること。
（例）






③株式会社××ソフトウェア



	２．各主体の役割

	事業者名
	役割及び責任

	1 〇〇株式会社
　（代表企業）
	・事業計画の立案、報告書の取りまとめ等事業全般の
管理・統括

	②有限会社△△製作所
	・実証の現場となる製造事業者
・△△△の設計・製作
・△△データの提供

	③株式会社××ソフトウェア
	・△△製作所でのセンサー等ＩＴデバイスの提供
・△△製作所のＩＴインフラの構築

	
	

	３．実施責任者（プロジェクトリーダー）

	


	４．実施スケジュール

	※詳細は、（別表）補助事業工程表に記載してください。


	５．事業の広報

	※自社のＨＰやＳＮＳ等で事業報告をするなど、広報の方法について記載してください。

	６．その他実施テーマ等に関する特記事項

	


（３）補助事業経費内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	(注１)
種別
	(注２)
仕様
	(注3)
単位
	数量
(a)
	単価
(円)
(消費税等を除く)
(b)
	(注４)
補助事業に要する経費(円)
(消費税等を含む)
(a)×(b)×消費税率
	(注５)
補助対象経費(円)
(消費税等を除く)
(C)=(a)×(b)
	(注６)
補助金申請額（円）
(C)×補助率
    (　/　)
	備考

	報償費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械器具費
（注７）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	消耗品、
原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	人件費
（注８）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注費

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	賃借費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
の経費
(注10)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


【記載上の注意】
○補助対象経費の区分ごとに記載してください。
○「種別」「仕様」「単位」「数量」の欄は、個別具体的に記載し、必要に応じて内訳を添付してください。
注１．「種別」とは、原材料名、機械装置名、特許名等、それぞれの品名等をいう。
注２．「仕様」とは、それぞれの型式、性能、構造等をいう。
注３．「単位」とは、それぞれのものの算出単位とし、kg、㍑、缶、式、台、件、時間等をいう。
注４．「補助事業に要する経費」とは、事業の遂行に必要な経費を意味し数量に単価を乗じた金額を記入すること。記載金額は見積りによる確認等、可能な限り正確な金額を記載すること。
注５．「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち、補助対象となる経費を記入すること。
注６．「補助金申請額」は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額以内であり、百円未満は切り捨てること。なお、適用する補助率は１／２とする。
注７．機械器具費のうち、機械装置・工具器具の購入、製造、改良、据付け、借用、保守又は修繕の別を備考欄に記載すること。なお、購入先についても備考欄に記載すること。
注８．「直接人件費」については、「種別」には実証事業に直接従事する者（以下「実証事業従事者」という。）の具体的氏名を、「仕様」には職名及び年齢を、「数量」には時間数を、「単価」には時間給額を記入すること。
　　 直接人件費の算定は、実証事業従事者について時間給に直接作業時間数を乗じた額とする。
　　 なお、実証事業従事者については直接作業時間が補助事業の期間中、1800時間を超える場合は、1800時間を限度とする。
　　 直接人件費の時間給額は、下記の式により算出するものとする。（ただし、給与形態が年棒制の場合については、年棒金額を年間所定労働時間で除した値とする。）
　　　　　　　　　　 基本給＋諸手当（注8-1）
　　　 時間給額＝
　　　　　　　　　　 年間所定労働時間（注8-2,3）
 （注８-１）基本給＋諸手当とは、年間の総額とする。なお、諸手当とは、家族手当、住宅手当、法定福利費（事業者負担分、ただし第二厚生基金等通常の基金より上乗せをする経費を除く。）管理職手当、賞与等とする。
（注８-２）年間所定労働時間には、所定外労働時間を含まない。
（注８-３）年間所定労働時間とは、1月～12月又は4月～3月の直近一年間とする。
　 なお、直接人件費の総額は当該事業全体の補助対象経費の2/3未満とする。
注９．機械器具費のリース又はレンタルに要する経費、外注費及び賃借費については、事業実施期間外を含む場合は、事業実施期間中に係る金額のみ補助対象とする。注10．その他の経費とは、補助対象経費として掲げるもの以外で市長が特別に認めるものをいう。
注11．補助対象経費のうち汎用性があり目的外使用の可能性が大きいと判断されるものについては、
補助の対象外とする場合があり得る。
※補助金の交付を決定した案件については、申請者名称及び本社所在地と共に、事業計画の概要も公表
する可能性がありますので、ご了承ください。
※提出いただいた実施計画書等の書類は、えひめ東予産業創造センター、新居浜市産業振興担当課で共
有しますので、ご了承ください。
（別表）補助事業工程表
　　　年度 新居浜市先進的技術実証支援事業
	実施項目
	　　　　年度（補助申請年度）
	補足説明

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（補助対象外項目）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※事業計画のうち、補助申請に係る年度の実施項目ごとの工程を開始時期の早いものから記載してください。
※必要に応じ、線表に補足説明等を加えて分かりやすく記載してください。なお、補助対象外の項目がある場合は、下の欄に分けて記載してください。
※補助金の対象となるのは、補助金の交付決定日以降に着手した事業に要した経費となりますのでご注意ください。

コンソーシアム構成者





①〇〇株式会社（代表企業）





事業全般の管理・統括、システムの構築、実証の効果検証





②有限会社△△製作所





実証の現場となる製造事業者





△△製作所でのセンサー等ＩＴデバイスの提供、ＩＴインフラの構築
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